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表  転倒予防プログラムにおいて効果があるとのエビデンスが得られている「4つの特徴」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図   効果のあるプログラムの4条件を満たしている数別の新規要介護認定者割合 
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（1） 転倒予防に係わるスタッフとして，理学療法士や作業療法士など運動指導に関する 
専門家が包括的に介入する. 

（2） 運動プログラムの内容において，筋力訓練だけでなく，バランス訓練を含んだ運動を 
実施する. 

（3） 介入量は，指導者による指導や在宅運動の合計時間が，最低でも週2時間以上必要である. 
（4） 転倒予防教室終了後のフォローアッププログラムを提供する. 


